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企画に当たって

識者に問う

人口の減少・高齢化が進む中、
わが国の財政の長期的な見通しを共有する必要があるのではないか。
長期財政推計の必要性や論点を議論する。
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日本の国債残高は累増の一途をたど

り、財政の長期的な持続可能性につ

いての国民の不安も大きい。

今後、人口の減少・高齢化が進む中、

将来世代が安心して暮らすためには、

財政の長期的な見通しを共有する必

要があるのではないか。諸外国では

「独立財政機関」が設置され、財政

の信頼性確保に一定の役割を果たし

ている。

日本には長期財政推計が必要か。

それを財政の持続性確保に生かすに

はどのような工夫が必要か。

各界の専門家に聞いた。

財政の長期推計、
適切な
財政運営のために



企
画
に
当
た
っ
て

A B O U T  T H I S  I S S U E

二
〇
二
四
年
一
月
、
民
間
人
で
構
成
さ
れ
る
人
口
戦
略
会
議
が
「
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
２
１
０
０
」
を
公
表
し
た
。
少
子
化
・
人
口
減
少
の

加
速
は
、
人
び
と
・
社
会
の
い
ず
れ
に
と
っ
て
も
、
そ
の
選
択
の
幅
を
狭
め
る
危
機
で
あ
る
と
捉
え
、
人
口
減
少
の
ス
ピ
ー
ド
を
緩
和
さ

せ
て
最
終
的
に
安
定
化
さ
せ
る
「
定
常
化
戦
略
」
と
、
小
さ
い
人
口
規
模
で
も
多
様
性
に
富
ん
だ
成
長
力
の
あ
る
社
会
を
作
る
「
強
靭
化

戦
略
」
を
、
一
体
で
進
め
る
べ
き
と
し
て
い
る
。
重
要
な
の
は
、
高
齢
化
・
人
口
減
少
の
中
を
生
き
る
子
ど
も
た
ち
の
世
代
の
生
活
に
思

い
を
致
し
、
彼
ら
が
安
心
し
て
生
活
を
送
れ
る
よ
う
、
現
在
世
代
の
責
任
と
し
て
、
潜
在
成
長
率
を
引
き
上
げ
、
社
会
的
リ
タ
ー
ン
の
高

い
歳
出
を
行
う
賢
い
財
政
運
営
を
実
現
す
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。
そ
の
前
提
と
し
て
、
高
齢
化
・
人
口
減
少
が
加
速
す
る
子
ど
も
た
ち
の
世

代
の
経
済
や
財
政
の
姿
を
国
民
で
共
有
し
、
さ
ま
ざ
ま
な
政
策
を
考
え
る
必
要
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。
そ
う
し
た
問
題
意
識
に
立
ち
、

本
号
は
専
門
家
の
方
々
に
長
期
財
政
推
計
に
つ
い
て
見
解
を
問
い
、
ま
た
そ
れ
を
持
続
可
能
な
財
政
、
社
会
保
障
に
生
か
す
た
め
に
は
ど

の
よ
う
な
工
夫
が
必
要
か
に
つ
い
て
伺
っ
た
。

長
期
推
計
で
、
人
口
動
態
の
変
化
が
も
た
ら
す
財
政
の
将
来
像
を
可
視
化

ま
ず
、
二
〇
〇
六
～
八
年
に
経
済
財
政
政
策
担
当
大
臣
を
務
め
た
政
策
研
究
大
学
院
大
学
・
大
田
弘
子
学
長
は
、
人
口
動
態
の
変
化
に

つ
い
て
国
民
全
体
に
危
機
感
が
共
有
さ
れ
ず
、
中
長
期
の
財
政
運
営
管
理
が
欧
米
諸
国
に
比
べ
て
大
き
く
出
遅
れ
て
い
る
こ
と
を
憂
慮
し

て
い
る
。
そ
の
う
え
で
、
財
政
の
将
来
像
を
デ
ー
タ
で
可
視
化
し
、
そ
の
推
計
を
基
に
「
中
期
財
政
フ
レ
ー
ム
に
よ
る
財
政
運
営
・
管
理
」

機
能
の
強
化
に
取
り
組
む
べ
き
だ
が
、
今
後
三
〇
年
の
厳
し
い
局
面
の
財
政
運
営
を
乗
り
切
る
に
は
、
政
府
部
門
か
ら
離
れ
て
中
立
的
に

財
政
を
み
る
仕
組
み
が
必
要
で
あ
る
と
指
摘
す
る
。
ま
た
、
政
策
評
価
を
プ
ロ
グ
ラ
ム
単
位
で
事
後
的
に
行
い
、
効
果
の
な
い
政
策
を
継

続
し
な
い
こ
と
も
重
要
と
し
て
い
る
。

法
政
大
学
の
小
黒
一
正
教
授
は
、
今
後
長
期
の
債
務
残
高
が
ど
の
程
度
膨
ら
む
リ
ス
ク
が
あ
る
か
を
定
期
的
な
長
期
財
政
推
計
で
読
み

取
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
、
そ
し
て
現
在
行
わ
れ
て
い
る
財
政
推
計
の
前
提
と
な
る
経
済
成
長
率
の
妥
当
性
の
検
証
こ
そ
重
要
と
指
摘
す

る
。
そ
の
た
め
に
は
、
国
民
に
対
し
て
正
し
い
財
政
推
計
を
提
供
す
る
と
い
う
政
治
的
意
思
決
定
が
必
要
だ
と
強
調
し
て
い
る
。
政
府
予

測
と
実
績
と
の
乖か

い

離り

の
原
因
を
継
続
的
に
検
証
す
る
機
能
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
成
長
率
予
測
の
精
度
改
善
が
問
わ
れ
る
と
い
え
る
だ
ろ

う
。
加
え
て
、
小
黒
教
授
は
財
政
収
支
だ
け
で
な
く
、
現
役
世
代
の
負
担
と
な
る
社
会
保
険
料
率
の
長
期
試
算
も
重
要
と
指
摘
し
て
い
る
。

大
田
学
長
、
小
黒
教
授
は
、
前
述
の
よ
う
な
機
能
を
十
分
に
果
た
す
に
は
、
英
国
や
米
国
の
よ
う
に
、
中
立
的
な
機
関
が
長
期
財
政
推

計
を
実
施
ま
た
は
政
府
推
計
を
検
証
し
た
り
、
そ
の
財
政
運
営
を
監
視
し
た
り
す
る
仕
組
み
を
参
考
に
す
べ
き
と
指
摘
し
て
い
る
。

財
政
の
長
期
推
計
、

適
切
な
財
政
運
営
の
た
め
に

―
将
来
世
代
に
希
望
あ
る
社
会
・
経
済
を
手
渡
す

Ｎ
Ｉ
Ｒ
Ａ
総
合
研
究
開
発
機
構
理
事
／
日
本
総
合
研
究
所
理
事
長

翁
百
合
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わ
が
国
で
も
、
超
党
派
議
員
連
盟
で
独
立
財
政
推
計
機
関
の
設
置
を
目
指
す
動
き
が
あ
る
。
古
川
禎
久
衆
議
院
議
員
は
、
わ
が
国
の
国

会
が
政
府
の
財
政
運
営
を
十
分
に
監
督
で
き
て
い
な
い
と
の
認
識
に
立
ち
、
財
政
規
律
を
取
り
戻
す
た
め
に
は
、
財
政
に
関
す
る
正
確
な

現
状
と
見
通
し
を
提
示
し
、
政
府
の
財
政
運
営
を
国
民
が
チ
ェ
ッ
ク
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
国
民
の
代
表
で
あ
る
国

会
の
下
に
そ
れ
を
設
置
す
べ
き
と
し
て
い
る
。
そ
の
こ
と
自
体
が
、
日
本
国
民
が
財
政
健
全
化
に
取
り
組
む
意
志
を
持
っ
て
い
る
こ
と
を

マ
ー
ケ
ッ
ト
や
世
界
に
対
し
て
示
す
こ
と
が
で
き
、
財
政
民
主
主
義
を
全
う
す
る
意
義
を
持
つ
か
ら
で
あ
る
と
し
て
い
る
。

折
し
も
、
内
閣
府
が
二
〇
六
〇
年
ま
で
の
長
期
財
政
推
計
を
本
年
四
月
初
め
に
公
表
し
た
。
こ
の
こ
と
は
長
期
視
点
に
立
っ
た
政
策
議

論
を
前
進
さ
せ
る
一
歩
と
評
価
し
た
い
。
生
産
性
、
労
働
参
加
率
、
出
生
率
の
各
前
提
を
組
み
合
わ
せ
、
〇
・
二
％
か
ら
一
・
七
％
の
幅
の

実
質
成
長
率
で
、
三
シ
ナ
リ
オ
が
提
示
さ
れ
て
い
る
。
今
後
問
わ
れ
る
の
は
、
こ
う
し
た
前
提
や
予
測
結
果
の
妥
当
性
に
つ
い
て
、
継
続

的
に
検
証
機
能
を
持
た
せ
る
こ
と
や
、
こ
の
経
済
見
通
し
を
財
政
の
持
続
性
確
保
の
た
め
に
ど
の
よ
う
に
活
用
し
、
財
政
運
営
を
適
切
に

管
理
す
る
か
で
あ
ろ
う
。
少
子
高
齢
化
・
人
口
減
少
が
進
む
中
、
子
ど
も
た
ち
の
世
代
に
希
望
あ
る
社
会
・
経
済
を
手
渡
し
て
い
く
に
は
、

海
外
の
さ
ま
ざ
ま
な
事
例
も
参
考
に
し
つ
つ
、
ど
の
よ
う
に
日
本
な
ら
で
は
の
仕
組
み
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
工
夫
す
べ
き
か
。
今
後
の
活
発

な
議
論
に
期
待
し
た
い
。

翁
百
合
（
お
き
な
・
ゆ
り
）

Ｎ
Ｉ
Ｒ
Ａ
総
合
研
究
開
発
機
構
理
事
。
日
本
総
合
研
究
所
理
事
長
。
京
都
大
学
博
士（
経
済
学
）。
政
府
税
制
調
査
会
会
長
。

財
務
省
財
政
制
度
等
審
議
会
会
長
代
理
、
厚
生
労
働
省
社
会
保
障
審
議
会
委
員
ほ
か
、
公
職
多
数
。

海
外
は
ど
の
よ
う
に
財
政
推
計
・
検
証
の
仕
組
み
を
構
築
し
て
い
る
か

英
国
の
予
算
責
任
局
（
Ｏ
Ｂ
Ｒ
）
に
詳
し
い
上
智
大
学
の
上
田
健
介
教
授
は
、
そ
の
仕
組
み
と
機
能
に
つ
い
て
説
明
し
て
い
る
。
Ｏ
Ｂ

Ｒ
は
財
務
省
の
下
に
置
か
れ
て
お
り
、
そ
こ
で
経
済
見
通
し
を
作
成
す
る
。
政
府
は
そ
れ
を
基
礎
に
五
年
間
の
予
算
計
画
を
立
案
し
、
財

政
公
約
を
数
値
で
提
示
す
る
。
Ｏ
Ｂ
Ｒ
は
、
政
府
の
公
約
の
達
成
程
度
に
関
す
る
評
価
を
行
っ
て
お
り
、
そ
れ
が
い
わ
ば
行
政
を
監
視
す

る
「
ソ
フ
ト
ロ
ー
」
と
し
て
機
能
し
て
い
る
と
い
う
。
こ
う
し
た
例
を
踏
ま
え
、
上
田
教
授
は
、
日
本
で
行
わ
れ
て
い
る
政
府
推
計
の
予

測
値
と
の
乖
離
に
つ
い
て
事
後
的
に
政
府
が
説
明
責
任
を
果
た
す
必
要
性
を
指
摘
す
る
と
と
も
に
、
政
府
は
中
期
財
政
計
画
を
立
て
、
そ

れ
を
各
年
度
の
予
算
に
反
映
さ
せ
る
義
務
を
負
う
よ
う
に
す
べ
き
で
あ
り
、
ま
た
、
そ
れ
を
順
守
し
て
い
る
か
を
監
視
す
る
Ｏ
Ｂ
Ｒ
の
よ

う
な
機
能
を
強
化
す
べ
き
で
あ
る
と
提
言
し
て
い
る
。

他
方
、
米
国
の
議
会
予
算
局
（
Ｃ
Ｂ
Ｏ
）
は
、
超
党
派
の
組
織
と
し
て
一
九
七
〇
年
代
に
設
立
さ
れ
、
英
国
と
異
な
り
、
議
会
内
に
設

置
さ
れ
て
い
る
。
メ
リ
ー
ラ
ン
ド
大
学
大
学
院
の
フ
ィ
リ
ッ
プ
・
ジ
ョ
イ
ス
教
授
は
、
Ｃ
Ｂ
Ｏ
が
人
口
動
態
の
変
化
、
特
に
財
政
に
大
き

な
影
響
を
与
え
る
人
口
高
齢
化
を
踏
ま
え
て
財
政
を
適
切
に
考
察
す
る
た
め
に
、
三
〇
年
間
の
予
測
を
実
施
し
て
い
る
、
と
指
摘
す
る
。

Ｃ
Ｂ
Ｏ
は
、
政
府
に
「
勧
告
」
す
る
役
割
は
持
っ
て
い
な
い
。
ジ
ョ
イ
ス
教
授
は
、
Ｃ
Ｂ
Ｏ
は
そ
の
代
わ
り
に
、
大
統
領
の
影
響
を
受
け

や
す
い
公
務
員
と
政
治
任
用
者
で
構
成
さ
れ
る
行
政
部
門
内
の
行
政
管
理
予
算
局
（
Ｏ
Ｍ
Ｂ
）
が
発
す
る
情
報
と
は
別
の
選
択
肢
を
示
し
、

中
立
的
な
見
通
し
を
長
年
出
し
て
き
た
こ
と
で
信
頼
性
を
得
て
、
結
果
と
し
て
政
府
の
健
全
な
意
思
決
定
を
促
し
て
い
る
と
強
調
す
る
。

わ
が
国
に
合
っ
た
仕
組
み
や
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
つ
い
て
議
論
を

長
期
財
政
推
計
、
財
政
検
証
、
政
策
に
生
か
す
仕
組
み
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識　者　に　問　う
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日
本
に
は

長
期
財
政
推
計
が
必
要
か
。

そ
れ
を
財
政
の

持
続
性
確
保
に

生
か
す
に
は
ど
の
よ
う
な

工
夫
が
必
要
か
。

長期財政推計で将来像を可視化し、
まずは中期フレームで予算管理を

政策研究大学院大学 学長大田弘子

超高齢社会、将来像の可視化、恣意性の排除

将来を意識した予算編成
―独立した超党派の財政予測を提供する米国議会予算局

メリーランド大学公共政策大学院 教授フィリップ・ジョイス

人口動態の変化、もう一つの選択肢、中立的な提供者

推計の精度を上げ、
正しい財政情報を国民に提供する

法政大学経済学部 教授小黒一正

正しい情報提供、経済成長率の妥当性、客観的推計

超党派議連で
独立財政推計機関の設置を目指す

衆議院議員古川禎久

財政規律、独立財政推計機関、超党派議員連盟

上智大学法学部・大学院法学研究科 教授上田健介
独立財政機関の役割は
「中長期予測」と「財政計画のモニタリング」

中期財政計画、独立財政機関、中立性の担保

インタビュー実施：2024 年 2 月
聞き手：関島梢恵（主任研究員）、
　　　　ジョナサン・ウェブ（研究コーディネーター・研究員）

09 08No.71—2024年 4月わたしの構想



識
者
に
問
う

೔
ຊ
に
は
長
期
財
政
推
計
͕
ඞ
ཁ
͔
Ố
ͦ
Ε
を
財
政
の
࣋
ଓ
ੑ
֬
อ
に
ੜ
͔
す
に
は
Ͳ
の
Α
͏
ͳ
޻
෉
͕
ඞ
ཁ
͔
Ố

E X P E R T  O P I N I O N SR E C O M M E N D E D

ࣝ 者 が ಡ 者 ʹ 推 ન す る ̍ ࡭

長
期
財
政
推
計
で
将
来
像
を
可
視
化
し
、

ま
ず
は
中
期
フ
レ
ー
ム
で
予
算
管
理
を

〇
二
五
年
に
団
塊
世
代
の
全
て
が
後
期
高
齢
期
に
入
る
が
、
こ
れ
は
長
い
難
局
の
入
り
口
に
す
ぎ
な

い
。
ピ
ー
ク
は
三
〇
年
後
で
、
そ
の
時
に
は
人
口
の
四
分
の
一
が
後
期
高
齢
者
と
な
る
。
い
ま
は
超

高
齢
社
会
の
胸
突
き
八
丁
に
い
る
が
、
そ
の
問
題
が
直
視
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
に
危
機
感
を
抱
い
て
い
る
。

こ
の
間
の
財
政
運
営
を
い
か
に
乗
り
切
る
か
。
将
来
世
代
の
選
択
肢
を
こ
れ
以
上
縛
っ
て
し
ま
わ
な
い
よ
う

に
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
将
来
像
を
デ
ー
タ
で
可
視
化
し
て
そ
の
困
難
な
状
況
を
国
民
と
共

有
し
、
議
論
の
土
壌
を
つ
く
る
。
そ
れ
が
今
ま
さ
に
、
わ
が
国
に
三
〇
年
単
位
の
長
期
財
政
推
計
が
必
要
と

考
え
る
理
由
だ
。
現
状
を
変
え
る
上
で
ま
ず
重
要
な
の
は
、
経
済
と
財
政
の
将
来
の
姿
を
デ
ー
タ
で
示
す
こ

と
が
大
切
だ
と
い
う
認
識
を
、
皆
が
共
有
す
る
こ
と
だ
。
推
計
は
当
初
は
ど
の
組
織
が
行
っ
て
も
よ
い
だ
ろ

う
。そ

も
そ
も
日
本
に
は
、
中
期
や
長
期
で
財
政
を
運
営
・
管
理
す
る
仕
組
み
が
な
い
。
現
在
、
存
在
す
る
の
は
、

二
〇
二
五
年
ま
で
に
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
（
基
礎
的
財
政
収
支
）
を
黒
字
化
す
る
と
い
う
目
標
だ
け
だ
。

し
か
し
、
そ
れ
に
向
か
っ
て
ど
う
政
策
運
営
す
る
か
と
い
う
財
政
ル
ー
ル
は
な
く
、
中
期
財
政
計
画
の
フ
レ

ー
ム
も
存
在
し
な
い
。
以
前
、
中
期
の
財
政
再
建
計
画
が
あ
っ
た
が
、
予
算
編
成
の
裁
量
性
が
限
定
さ
れ
て

し
ま
う
こ
と
へ
の
抵
抗
は
強
く
、
導
入
直
後
か
ら
廃
止
を
要
求
す
る
声
が
強
か
っ
た
。
ま
た
、
長
期
の
展
望

を
示
そ
う
と
し
た
こ
と
も
あ
っ
た
が
、
消
費
税
率
や
公
共
事
業
費
な
ど
の
試
算
の
前
提
条
件
が
問
題
視
さ
れ
、

政
府
案
に
は
な
ら
な
か
っ
た
。
日
本
に
は
中
長
期
試
算
の
必
要
性
が
共
有
さ
れ
に
く
い
風
土
が
あ
る
。

欧
米
諸
国
で
は
、
か
ね
て
か
ら
財
政
ル
ー
ル
や
中
期
フ
レ
ー
ム
の
下
で
財
政
運
営
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

し
か
し
、
そ
れ
で
も
金
融
危
機
の
よ
う
な
大
規
模
な
シ
ョ
ッ
ク
を
乗
り
越
え
ら
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
独
立
財

政
機
関
を
設
置
す
る
動
き
と
な
っ
た
。
こ
れ
に
比
べ
て
、
日
本
は
大
き
く
出
遅
れ
て
い
る
と
言
わ
ざ
る
を
得

な
い
。
日
本
も
、
財
政
を
中
立
的
に
み
る
独
立
財
政
機
関
の
設
立
が
必
要
で
あ
る
。
政
府
部
門
の
推
計
は
政

治
や
政
策
意
図
の
影
響
を
受
け
や
す
く
、恣
意
性
を
排
除
で
き
な
い
懸
念
が
あ
る
か
ら
だ
。
機
関
の
独
立
性
・

透
明
性
・
客
観
性
を
確
保
す
る
た
め
の
制
度
設
計
は
大
変
難
し
い
が
、
本
気
で
着
手
す
べ
き
と
き
だ
。

他
方
で
、
効
果
の
な
い
政
策
が
継
続
さ
れ
る
リ
ス
ク
が
あ
り
、
政
策
評
価
の
改
革
も
必
要
だ
。
例
え
ば
、

少
子
化
対
策
や
地
球
温
暖
化
対
策
の
よ
う
に
複
数
の
省
庁
に
ま
た
が
る
政
策
は
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
予
算
」
の
発

想
に
立
ち
、
政
策
評
価
を
省
庁
別
で
は
な
く
プ
ロ
グ
ラ
ム
単
位
で
行
う
べ
き
だ
。
予
算
も
省
庁
横
断
の
形
で

要
求
す
る
の
が
理
想
だ
が
、
ま
ず
は
事
後
的
な
政
策
評
価
か
ら
行
っ
て
い
く
の
が
現
実
的
だ
ろ
う
。

専
門
分
野
は
経
済
政
策
・
財
政
政
策
。
政
策
研
究
大
学
院
大
学
教
授
だ
っ
た
二
〇
〇
二
年
、
内
閣
府
に
出
向
し
、
経
済
財
政
分
析
担
当
の

参
事
官
、
大
臣
官
房
審
議
官
、
政
策
統
括
官
と
し
て
、
経
済
財
政
政
策
を
担
当
。
二
〇
〇
六
年
よ
り
二
年
間
、
安
倍
・
福
田
両
内
閣
で
経

済
財
政
政
策
担
当
大
臣
を
務
め
る
。
民
間
の
視
点
や
発
想
か
ら
政
策
運
営
を
主
導
し
、
改
革
を
進
め
る
。
そ
の
後
、
政
策
研
究
大
学
院
大

学
に
戻
り
、
同
大
学
副
学
長
、
特
別
教
授
を
経
て
、
二
〇
二
二
年
九
月
よ
り
、
現
職
。
内
閣
府
規
制
改
革
推
進
会
議
議
長
、
政
府
税
制
調

査
会
（
内
閣
府
）
委
員
な
ど
、
公
職
を
歴
任
。『
改
革
逆
走
』（
日
本
経
済
新
聞
出
版
社
、
二
〇
一
〇
年
）
な
ど
、
著
書
多
数
。

大
田
弘
子
（
お
お
た
・
ひ
ろ
こ
）

渡瀬義男〔2008〕

米国議会予算局（CBO）の足跡と課題
国立国会図書館調査及び立法考査局編『レファレンス』58（6）, 5-29, 2008-06

https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_999662_po_068901.pdf?contentNo=1

大
田
弘
子

政
策
研
究
大
学
院
大
学

学
長

二
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推
計
の
精
度
を
上
げ
、

正
し
い
財
政
情
報
を
国
民
に
提
供
す
る

小
黒
一
正

法
政
大
学
経
済
学
部

教
授

府
は
こ
れ
ま
で
、
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
二
〇
二
五
年
度
の
黒
字
化
を
目
標
に
掲
げ
、
財
政
健

全
化
に
努
め
て
き
た
。
こ
の
努
力
に
は
一
定
の
成
果
が
見
ら
れ
る
が
、
改
革
議
論
の
土
台
と
な
る
推

計
の
精
度
を
上
げ
る
取
り
組
み
は
発
展
途
上
だ
。
人
口
減
少
や
高
齢
化
の
中
、
国
民
に
財
政
へ
の
厳
し
い
認

識
を
促
す
た
め
の
正
し
い
情
報
は
十
分
に
提
供
で
き
て
い
る
か
。
二
〇
〇
四
年
の
年
金
改
革
は
、
高
齢
化
が

進
む
中
で
も
年
金
財
政
を
維
持
す
る
た
め
に
、
必
要
と
な
る
保
険
料
率
な
ど
の
将
来
見
通
し
を
政
府
が
公
表
。

そ
れ
が
契
機
と
な
り
、
経
済
界
で
議
論
が
起
き
て
実
現
し
た
。
正
し
い
情
報
の
提
供
は
、
改
革
の
ト
リ
ガ
ー

に
な
る
。「
国
民
に
正
し
い
財
政
情
報
を
出
す
」
と
い
う
政
治
的
な
意
思
決
定
が
、
今
こ
そ
必
要
で
あ
る
。

現
在
の
推
計
の
課
題
は
主
に
二
つ
。
一
つ
は
、
内
閣
府
「
中
長
期
試
算
」
の
射
程
が
一
〇
年
間
で
、
債
務

残
高
の
長
期
的
な
推
移
が
読
み
取
れ
な
い
こ
と
。
五
〇
年
、
少
な
く
と
も
三
〇
年
先
ま
で
の
長
期
財
政
推
計

を
定
期
的
に
出
し
、
厳
し
い
現
実
と
向
き
合
わ
な
け
れ
ば
、
本
当
の
意
味
で
の
財
政
健
全
化
は
進
ま
な
い
。

も
う
一
つ
は
、
財
政
推
計
の
前
提
と
な
る
経
済
成
長
率
の
妥
当
性
だ
。
高
め
で
楽
観
的
な
成
長
率
を
前
提

に
す
れ
ば
、
税
収
の
見
通
し
も
楽
観
的
と
な
り
、
財
政
収
支
は
的
確
な
推
計
を
得
ら
れ
な
い
。
本
年
一
月
の

政内
閣
府
試
算
で
は
、
名
目
成
長
率
を
高
成
長
ケ
ー
ス
で
三
％
程
度
、
低
成
長
で
も
〇
・
七
％
程
度
と
想
定
し

て
い
る
。
し
か
し
、
一
九
九
五
年
か
ら
二
〇
二
三
年
ま
で
の
平
均
成
長
率
が
〇
・
五
四
％
だ
っ
た
こ
と
を
踏

ま
え
れ
ば
、
低
成
長
シ
ナ
リ
オ
で
す
ら
楽
観
的
な
数
字
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
の
予
測
と
実
績
の
乖
離
の
原
因

を
検
証
し
、
成
長
率
の
精
度
を
改
善
す
る
必
要
が
あ
る
。

内
閣
府
の
中
長
期
試
算
は
、
政
権
の
政
策
目
標
を
反
映
し
て
お
り
、
政
治
の
影
響
を
受
け
や
す
い
。
望
ま

し
い
の
は
、
政
治
と
の
距
離
を
確
保
し
た
中
立
的
な
機
関
が
、
客
観
的
に
財
政
の
推
計
を
行
い
、
情
報
を
提

供
す
る
こ
と
だ
。
そ
の
た
め
に
は
、
政
府
か
ら
独
立
し
つ
つ
も
、
試
算
や
検
証
に
必
要
な
情
報
は
入
手
で
き

る
仕
組
み
に
す
る
必
要
が
あ
る
。
英
国
の
予
算
責
任
庁
（
Ｏ
Ｂ
Ｒ
）
な
ど
の
仕
組
み
も
参
考
に
、
ア
カ
デ
ミ

ア
の
知
見
や
民
間
シ
ン
ク
タ
ン
ク
の
推
計
も
活
用
し
、
機
関
の
信
頼
性
を
高
め
る
工
夫
が
重
要
だ
。

加
え
て
、
財
政
収
支
だ
け
で
な
く
、
社
会
保
障
の
将
来
見
通
し
を
織
り
込
ん
だ
、
社
会
保
険
料
率
の
負
担

も
試
算
す
る
べ
き
だ
。
今
回
の
少
子
化
対
策
で
は
、
医
療
保
険
料
率
を
引
き
上
げ
て
財
源
と
す
る
こ
と
を
計

画
し
て
い
る
。
現
役
世
代
に
と
っ
て
大
き
な
負
担
と
な
る
の
は
間
違
い
な
い
。
今
後
、
高
齢
化
が
進
み
医
療

給
付
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
中
で
、
ど
の
程
度
料
率
を
引
き
上
げ
、
保
険
料
を
増
や
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
の
か
。
客
観
性
や
透
明
性
の
高
い
情
報
を
国
民
へ
提
供
し
、
理
解
を
求
め
る
必
要
が
あ
る
。

専
門
分
野
は
公
共
経
済
学
。
人
口
動
態
と
財
政
・
社
会
保
障
や
、
世
代
間
公
平
性
を
巡
る
問
題
が
主
な
研
究
領
域
。
柔
軟
な
発
想
に
基
づ

く
多
く
の
提
言
を
幅
広
い
分
野
で
発
信
し
て
い
る
。
大
蔵
省
（
現
財
務
省
）
入
省
後
、
大
臣
官
房
文
書
課
法
令
審
査
官
補
、
関
税
局
監
視

課
総
括
補
佐
、
財
務
総
合
政
策
研
究
所
主
任
研
究
官
等
を
歴
任
。
一
橋
大
学
准
教
授
等
を
経
て
、
二
〇
一
五
年
よ
り
現
職
。
会
計
検
査
院

特
別
調
査
職
、
財
務
省
財
政
制
度
等
審
議
会
「
財
政
制
度
分
科
会
」
委
員
な
ど
、
政
府
委
員
も
多
く
務
め
る
。
著
書
に
『
人
口
動
態
変
化

と
財
政
・
社
会
保
障
の
制
度
設
計
』（
日
本
評
論
社
、
二
〇
二
一
年
）
他
。
博
士
（
経
済
学
）（
一
橋
大
学
）。

小
黒
一
正
（
お
ぐ
ろ
・
か
ず
ま
さ
）

小黒一正〔2020〕

日本経済の再構築
日本経済新聞出版社
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超
党
派
議
連
で

独
立
財
政
推
計
機
関
の
設
置
を
目
指
す

古
川
禎
久

衆
議
院
議
員

本
の
財
政
は
、
先
進
諸
国
と
比
べ
て
突
出
し
て
悪
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
財
政
規
律
が
な
い
政
治
運

営
が
平
時
に
お
い
て
も
常
態
化
し
て
い
る
。
今
後
、
金
利
や
物
価
が
上
昇
す
る
と
、
財
政
リ
ス
ク
は

一
気
に
高
ま
る
。
国
会
は
政
府
の
財
政
運
営
を
十
分
に
監
督
で
き
て
い
る
と
は
言
い
が
た
い
。
し
か
も
、
今

回
の
「
裏
金
問
題
」
で
政
党
政
治
に
対
す
る
信
頼
は
地
に
落
ち
た
。
先
の
大
戦
前
に
も
、
政
党
政
治
が
信
頼

を
失
っ
た
こ
と
が
あ
る
。
そ
の
結
果
、
軍
部
の
台
頭
を
招
い
て
し
ま
っ
た
。
今
ま
た
、
日
本
は
歴
史
的
な
分

岐
点
に
い
る
と
思
う
。
今
、
全
て
の
政
治
家
が
歯
を
食
い
し
ば
っ
て
財
政
の
危
機
を
国
民
と
と
も
に
直
視
し
、

「
憎
ま
れ
役
」
を
も
引
き
受
け
る
腹
を
持
た
な
け
れ
ば
、
財
政
の
手
綱
を
と
る
役
割
は
務
ま
ら
な
い
。
日
本

の
財
政
規
律
を
取
り
戻
す
た
め
、
独
立
財
政
推
計
機
関
の
設
置
を
働
き
か
け
る
超
党
派
の
議
員
連
盟
を
発
足

さ
せ
、
動
き
を
活
発
化
さ
せ
て
い
る
と
こ
ろ
だ
。

独
立
財
政
推
計
機
関
が
設
置
さ
れ
、
そ
の
機
関
が
財
政
に
関
す
る
正
確
な
現
状
と
見
通
し
を
提
示
す
れ
ば
、

政
府
の
放
漫
財
政
を
国
民
が
チ
ェ
ッ
ク
す
る
有
力
な
道
具
に
な
る
。
ほ
と
ん
ど
の
先
進
国
で
設
置
さ
れ
て
い

る
が
、
日
本
に
は
な
い
。
わ
が
国
の
財
政
が
規
律
を
失
っ
て
い
る
の
も
、
独
立
財
政
機
関
の
不
在
と
あ
な
が

ち
無
関
係
で
は
な
い
。
こ
の
機
関
に
実
効
性
を
持
た
せ
る
た
め
に
は
、
信
ぴ
ょ
う
性
の
あ
る
デ
ー
タ
や
推
計

を
適
切
に
出
せ
る
仕
組
み
に
す
る
こ
と
は
も
と
よ
り
、
機
関
を
権
威
の
あ
る
位
置
づ
け
に
し
、
そ
の
発
言
に

重
み
を
持
た
せ
る
こ
と
が
重
要
だ
。
日
銀
総
裁
な
ど
の
任
命
手
続
き
と
同
様
に
、
機
関
の
人
事
は
国
会
同
意

人
事
と
し
、
任
期
も
あ
る
程
度
の
年
数
を
保
証
す
る
の
が
よ
い
だ
ろ
う
。

議
員
連
盟
と
し
て
は
、
独
立
財
政
推
計
機
関
は
、
国
民
の
代
表
で
あ
る
国
会
の
下
に
設
置
す
る
べ
き
だ
と

考
え
て
い
る
。
日
本
国
民
が
財
政
健
全
化
に
取
り
組
む
意
思
を
持
っ
て
い
る
こ
と
を
、
マ
ー
ケ
ッ
ト
や
世
界

に
対
し
て
示
す
こ
と
が
で
き
る
か
ら
だ
。
憲
法
に
規
定
さ
れ
て
い
る
「
財
政
民
主
主
義
」、
す
な
わ
ち
国
家

の
財
政
活
動
に
は
国
会
の
議
決
が
必
要
と
い
う
、
本
来
の
形
を
全
う
す
る
意
味
で
も
望
ま
し
い
。
財
政
の
手

綱
を
握
る
重
要
な
役
割
が
国
会
に
あ
る
こ
と
を
示
す
こ
と
は
、
国
会
議
員
の
自
覚
に
も
つ
な
が
る
。

現
在
、
議
員
連
盟
で
は
具
体
的
な
案
を
ま
と
め
て
い
る
段
階
で
、
機
関
を
衆
参
両
院
の
下
に
置
く
の
か
、

参
議
院
の
下
が
よ
い
の
か
、
と
い
っ
た
点
は
ま
だ
議
論
中
だ
。
実
は
一
〇
年
ほ
ど
前
に
も
独
立
財
政
推
計
機

関
を
設
立
す
る
動
き
は
あ
っ
た
が
、
実
現
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。
何
と
か
今
回
こ
そ
、
早
急
に
、
実
現
さ
せ

た
い
。

財
政
や
司
法
な
ど
幅
広
い
政
策
に
精
通
し
、
法
務
大
臣
、
財
務
副
大
臣
、
衆
議
院
財
務
金
融
委
員
長
、
法
務
大
臣
政
務
官
等
を
歴
任
。
東

京
大
学
法
学
部
卒
。
建
設
省
（
現
国
土
交
通
省
）
入
省
後
、
衆
議
院
議
員
政
策
担
当
秘
書
等
を
経
て
、
二
〇
〇
三
年
に
初
当
選
。
現
在
、

七
期
。
二
〇
二
一
年
に
与
野
党
の
有
志
議
員
で
発
足
し
た
「
独
立
財
政
推
計
機
関
を
考
え
る
超
党
派
議
員
の
会
」
で
は
事
務
局
長
を
務
め
、

政
府
か
ら
独
立
し
て
財
政
状
況
を
推
計
す
る
機
関
の
設
立
を
目
指
し
活
動
し
て
い
る
。
ま
た
、
自
民
党
で
は
現
在
、
財
政
健
全
化
推
進
本

部
本
部
長
を
務
め
て
い
る
。

古
川
禎
久
（
ふ
る
か
わ
・
よ
し
ひ
さ
）

松元 崇〔2009〕

大恐慌を駆け抜けた男
高橋是清
中央公論新社

日
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独
立
財
政
機
関
の
役
割
は

「
中
長
期
予
測
」
と
「
財
政
計
画
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
」

上
田
健
介

上
智
大
学
法
学
部
・

大
学
院
法
学
研
究
科

教
授

来
世
代
に
負
担
を
先
送
り
す
る
こ
と
は
直
ち
に
憲
法
違
反
と
は
い
え
な
い
が
、
政
策
論
と
し
て
将
来

世
代
を
含
め
た
財
政
の
持
続
性
を
考
え
る
べ
き
だ
。
債
務
残
高
が
ど
の
水
準
に
な
る
と
国
家
が
破
綻

す
る
か
分
か
ら
な
い
こ
と
自
体
が
リ
ス
ク
で
あ
り
、
中
立
的
に
情
報
を
分
析
・
開
示
す
る
必
要
が
あ
る
。

そ
も
そ
も
今
の
日
本
に
は
き
ち
ん
と
し
た
中
期
財
政
計
画
も
な
く
、
財
政
に
対
す
る
政
府
の
関
与
と
責
任

が
欠
け
て
い
る
。
こ
の
点
に
関
し
て
英
国
の
例
が
参
考
に
な
る
。
英
国
で
は
、
具
体
的
な
財
政
目
標
の
数
値

を
法
律
で
明
記
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
が
、
政
府
の
財
政
に
対
す
る
関
与
責
任
を
求
め
る
仕
組
み
を
整
え

て
い
る
。
独
立
性
の
高
い
予
算
責
任
局
（
Ｏ
Ｂ
Ｒ
）
が
経
済
見
通
し
を
作
成
し
、
そ
れ
を
基
礎
に
政
府
は
五

年
間
の
財
政
公
約
、
目
標
を
具
体
的
に
数
値
で
提
示
す
る
。
一
方
、
Ｏ
Ｂ
Ｒ
は
、
政
府
が
公
約
し
た
目
標
の

達
成
程
度
に
関
す
る
評
価
を
行
う
。
政
府
が
公
約
に
反
し
て
も
罰
則
等
の
法
的
責
任
は
な
い
が
、
こ
の
プ
ロ

セ
ス
は
政
府
が
自
ら
課
し
た
基
準
の
順
守
を
担
保
す
る
た
め
の
「
ソ
フ
ト
ロ
ー
」
と
し
て
機
能
し
て
い
る
。

財
政
に
関
す
る
情
報
を
、
中
立
的
な
立
場
か
ら
国
会
・
国
民
に
提
供
す
る
に
は
、
Ｏ
Ｂ
Ｒ
の
よ
う
な
「
独

立
財
政
機
関
」
の
設
立
が
望
ま
し
い
。
そ
の
役
割
の
一
つ
が
「
中
長
期
の
経
済
・
財
政
予
測
」
で
あ
る
。
日

本
で
は
現
在
、
内
閣
府
が
経
済
予
測
を
行
っ
て
い
る
が
、
そ
れ
を
各
省
庁
の
予
算
策
定
に
反
映
さ
せ
る
と
と

も
に
、
予
測
値
と
実
績
値
の
乖
離
に
つ
い
て
の
事
後
的
な
説
明
責
任
も
果
た
す
必
要
が
あ
る
。
も
う
一
つ
の

役
割
は
、「
財
政
計
画
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
検
証
」
で
あ
る
。
日
本
の
現
状
を
改
め
る
に
は
、
ま
ず
、
政
府

が
三
～
五
年
程
度
の
中
期
的
な
財
政
計
画
を
立
て
、
そ
れ
を
各
年
度
の
予
算
に
反
映
さ
せ
る
こ
と
と
し
、
そ

の
計
画
が
守
ら
れ
て
い
る
か
を
独
立
財
政
機
関
が
チ
ェ
ッ
ク
す
る
仕
組
み
を
作
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

独
立
財
政
機
関
を
ど
こ
に
設
置
す
る
か
は
、
大
き
な
課
題
だ
。
政
府
の
下
に
置
く
と
政
府
に
忖
度
す
る
可

能
性
が
、
国
会
の
下
で
は
野
党
色
が
強
く
な
り
す
ぎ
る
可
能
性
が
あ
る
。
英
国
は
財
務
省
の
下
に
前
述
の
Ｏ

Ｂ
Ｒ
が
置
か
れ
て
い
る
の
に
対
し
、
米
国
で
は
、
議
会
の
下
に
独
立
財
政
機
関
の
役
割
を
果
た
す
議
会
予
算

局
（
Ｃ
Ｂ
Ｏ
）
が
置
か
れ
て
い
る
。
い
ず
れ
も
、
政
府
（
英
国
）
な
い
し
議
会
（
米
国
）
が
予
算
を
作
成
す

る
段
階
で
独
立
財
政
機
関
の
情
報
を
活
用
す
る
意
味
が
あ
る
。
日
本
で
は
予
算
を
作
成
す
る
の
は
内
閣
で
あ

る
以
上
、
予
算
編
成
に
情
報
を
反
映
さ
せ
る
な
ら
ば
内
閣
に
置
く
方
が
よ
い
だ
ろ
う
。
し
か
し
、
経
済
・
財

政
予
測
を
政
府
と
は
独
立
し
て
示
し
、
政
府
の
予
測
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
と
い
う
の
で
あ
れ
ば
、
国
会
の
下
に

独
立
財
政
機
関
を
置
く
こ
と
で
、
そ
の
情
報
を
超
党
派
で
活
用
す
る
制
度
に
す
る
こ
と
も
十
分
あ
り
得
る
だ

ろ
う
。 将

上田健介〔2018〕

独立財政機関と憲法
イギリスの予算責任局を題材として
毛利透・他編『比較憲法学の現状と展望』

成文堂

専
門
は
比
較
憲
法
。
首
相
・
内
閣
の
権
限
と
そ
の
統
制
を
中
心
テ
ー
マ
と
し
て
、
イ
ギ
リ
ス
法
と
の
比
較
を
中
心
と
す
る
比
較
法
史
的
研

究
を
行
う
。
財
政
制
度
に
も
関
心
を
も
ち
、
イ
ギ
リ
ス
の
財
政
規
律
の
事
例
を
中
心
に
、
財
政
統
制
の
意
義
と
課
題
、
支
出
統
制
の
あ
り

方
に
つ
い
て
考
察
を
深
め
て
い
る
。
奈
良
産
業
大
学
法
学
部
（
当
時
）
専
任
講
師
、
近
畿
大
学
法
学
部
専
任
講
師
、
准
教
授
、
同
法
科
大

学
院
教
授
、
グ
ラ
ス
ゴ
ー
大
学
客
員
研
究
員
等
を
経
て
、
現
職
。
著
書
『
首
相
権
限
と
憲
法
』（
成
文
堂
、
二
〇
一
三
年
）
は
、
比
較
憲

法
学
会
田
上
穣
治
賞
。
論
文
多
数
。
博
士
（
法
学
）（
京
都
大
学
）。

上
田
健
介
（
う
え
だ
・
け
ん
す
け
）
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将
来
を
意
識
し
た
予
算
編
成

―
独
立
し
た
超
党
派
の
財
政
予
測
を
提
供
す
る
米
国
議
会
予
算
局

フ
ィ
リ
ッ
プ・

ジ
ョ
イ
ス

メ
リ
ー
ラ
ン
ド
大
学

公
共
政
策
大
学
院

教
授

こ
数
十
年
、
米
国
の
連
邦
予
算
お
よ
び
財
政
赤
字
が
増
加
し
て
い
る
の
は
、
長
期
的
な
人
口
動
態
の

変
化
、
と
り
わ
け
人
口
の
高
齢
化
に
よ
る
も
の
だ
。
人
口
の
大
き
な
山
を
つ
く
る
ベ
ビ
ー
ブ
ー
マ
ー

世
代
が
年
金
や
医
療
を
受
給
す
る
世
代
へ
と
移
行
す
る
に
つ
れ
、
連
邦
予
算
に
莫
大
な
圧
力
が
か
か
り
、
長

期
予
測
の
必
要
性
が
浮
き
彫
り
と
な
っ
た
。
米
国
で
連
邦
予
算
に
対
す
る
将
来
の
需
要
の
推
計
を
担
っ
て
い

る
の
が
、「
議
会
予
算
局
（
Ｃ
Ｂ
Ｏ
）」
だ
。
Ｃ
Ｂ
Ｏ
が
提
供
す
る
の
は
、
長
期
予
測
、
法
案
の
費
用
見
積
も

り
、
予
算
分
析
で
あ
る
。
長
期
予
測
は
当
初
は
五
年
間
だ
っ
た
が
、
人
口
動
態
の
変
化
を
よ
り
適
切
に
考
察

で
き
る
よ
う
、
の
ち
に
三
〇
年
間
の
予
測
に
拡
大
さ
れ
た
。
ま
た
、
予
算
執
行
の
観
点
で
は
、
法
案
の
費
用

見
積
も
り
が
五
年
間
か
ら
一
〇
年
間
に
拡
大
さ
れ
た
が
、
こ
ち
ら
は
、
給
付
は
前
倒
し
、
支
出
は
先
送
り
す

る
こ
と
で
、
提
案
す
る
政
策
の
長
期
的
影
響
を
隠
蔽
し
よ
う
と
す
る
よ
う
な
試
み
を
防
ぐ
た
め
で
あ
る
。

一
九
七
四
年
に
超
党
派
の
機
関
と
し
て
議
会
内
に
設
立
さ
れ
た
Ｃ
Ｂ
Ｏ
は
、
信
頼
で
き
る
独
立
し
た
情
報

を
提
供
し
、「
行
政
管
理
予
算
局
（
Ｏ
Ｍ
Ｂ
）」
が
発
す
る
情
報
と
は
別
の
選
択
肢
を
示
す
。
こ
れ
が
重
要
な

の
は
、
執
行
部
門
で
あ
る
Ｏ
Ｍ
Ｂ
が
大
統
領
に
属
し
、
公
務
員
と
政
治
任
用
者
で
構
成
さ
れ
る
構
造
上
、
客

こ観
性
が
制
限
さ
れ
、
大
統
領
の
任
期
の
四
～
八
年
を
超
え
た
予
測
を
行
う
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
な
い
た
め
だ
。

そ
の
五
〇
年
の
歴
史
の
間
に
、
分
断
が
進
む
米
国
で
、
Ｃ
Ｂ
Ｏ
が
最
も
信
頼
さ
れ
る
機
関
の
一
つ
に
成
長

し
た
の
は
、
大
統
領
や
議
会
の
支
配
政
党
に
関
わ
ら
ず
、
大
統
領
の
野
心
に
挑
む
予
測
を
公
表
す
る
姿
勢
を

貫
い
た
か
ら
だ
。
Ｃ
Ｂ
Ｏ
か
ら
の
矛
盾
の
指
摘
を
恐
れ
て
、
Ｏ
Ｍ
Ｂ
の
政
治
任
用
者
が
過
度
に
楽
観
的
な
数

値
の
公
表
を
取
り
や
め
る
こ
と
も
時
々
あ
る
。
Ｃ
Ｂ
Ｏ
が
客
観
的
で
超
党
派
的
な
分
析
を
重
ん
じ
る
の
は
、

初
代
局
長
の
ア
リ
ス
・
リ
ヴ
リ
ン
が
Ｃ
Ｂ
Ｏ
の
役
割
を
「
勧
告
」
で
は
な
く
、「
中
立
的
な
情
報
の
提
供
」
に

限
定
し
た
た
め
だ
。
決
定
は
国
会
議
員
に
任
さ
れ
る
。
財
政
赤
字
の
拡
大
の
状
況
を
考
え
れ
ば
、
こ
の
方
法

は
疑
問
を
持
た
れ
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
Ｃ
Ｂ
Ｏ
が
議
会
に
決
定
を
強
い
る
設
計
に
な
っ
て
い
な
い
。
事
実

に
基
づ
く
提
言
す
ら
党
派
的
と
受
け
止
め
ら
れ
か
ね
ず
、
そ
れ
は
Ｃ
Ｂ
Ｏ
の
信
頼
性
と
存
在
を
危
う
く
す
る
。

Ｃ
Ｂ
Ｏ
が
公
開
す
る
ア
ク
セ
ス
し
や
す
い
予
測
、
費
用
見
積
も
り
、
長
期
の
研
究
は
、
議
会
、
報
道
機
関
、

一
般
市
民
に
、
将
来
の
予
算
需
要
を
予
測
し
、
長
期
の
経
済
的
な
影
響
を
理
解
し
、
的
確
な
意
思
決
定
を
行

う
分
析
能
力
を
提
供
す
る
。
世
界
各
国
が
政
治
的
な
分
極
化
と
高
齢
化
に
伴
う
財
政
的
課
題
に
取
り
組
む
中
、

Ｃ
Ｂ
Ｏ
は
、
独
立
し
た
財
政
機
関
は
重
要
で
中
立
的
な
権
威
と
な
り
、
透
明
性
を
促
進
し
、
不
正
な
会
計
処

理
を
抑
止
し
、
結
果
と
し
て
政
府
の
健
全
な
意
思
決
定
を
促
し
う
る
と
い
う
モ
デ
ル
と
な
っ
て
い
る
。

専
門
は
公
共
予
算
。
米
国
の
議
会
予
算
局
（
Ｃ
Ｂ
Ｏ
）
の
成
り
立
ち
や
そ
の
役
割
に
精
通
。
著
書The Congressional Budget Office: 

Honest Num
bers, Pow

er, and Policym
aking

（Georgetown
University

Press,2011

年
）
で
は
、
米
国
の
予
算
政
策
で
Ｃ
Ｂ
Ｏ
が

果
た
す
役
割
と
と
も
に
、
超
党
派
的
で
信
頼
性
の
高
い
機
関
と
し
て
形
成
さ
れ
て
き
た
歴
史
が
論
じ
ら
れ
て
い
る
。
ほ
か
著
書
二
冊
。
ま

た
、
公
共
予
算
に
焦
点
を
当
て
た
五
〇
以
上
の
出
版
物
が
あ
る
。
全
米
行
政
ア
カ
デ
ミ
ー
・
フ
ェ
ロ
ー
。
二
〇
一
二
年
に
、
公
共
予
算
・

財
政
の
生
涯
研
究
に
対
し
て
ア
ー
ロ
ン
・
ウ
ィ
ル
ダ
フ
ス
キ
ー
賞
を
受
賞
。

フ
ィ
リ
ッ
プ
・
ジ
ョ
イ
ス
（Philip

Joyce

）

Philip G. Joyce〔2011〕

The Congressional Budget Office
Honest Numbers, Power and Policymaking

Georgetown University Press
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データで 見る 適切な財政運営のために
財政の長期推計、

各国債務残高対 GDP 比の推移（1980 年～2022 年）日本の財政健全化目標の変遷

海外の独立財政機関が担っている役割

注１）＊は閣議決定。骨太の方針は正式名称「経済財政運営と構造改革に関する基本方針」「経済財政改革の基本方針」「経済財政運営と
改革の基本方針」

注２）PBは、プライマリーバランス（基礎的財政収支）
出所）財務省「日本の財政関係資料」2023. 4

注）財政委員会は政府部門の組織、議会予算局は国会の下の組織
出所）OECD Independent Fiscal Institutions Database（2021）.

注）一般政府ベース
出所）IMF Global Debt Database（Sept 2023）

注）2022年推計値
出所）総務省「人口推計」2022. 10、U.S. Census Bureau Annual Estimates of the Resident Population by Single Year of Age

and Sex for the United States: April 1, 2020 to July 1, 2022（NC-EST2022-SYASEXN）

日米の人口構造（2022 年）
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ベビーブーマー世代
（1946～64 年生まれ）

団塊の世代
（1947～49 年生まれ）

1947年 財政法 国の歳出は原則として租税等で賄い、建設公債に限り
発行を認める

1965年 特例公債法 1975年度以降、赤字国債の発行がほぼ常態化

1976年～
2000年頃

昭和 50 年代前期経済計画＊
（1976 年）、財政構造改革の推
進に関する特別措置法（1998
年）など

特例公債からの脱却を目指す

2002年～

骨太の方針 2002＊ 2010年代初頭に、国・地方を合わせた PB を黒字化
骨太の方針 2006＊ 2011年度には、国・地方を合わせた PB を黒字化
骨太の方針 2009＊ 10年以内に、国・地方を合わせた PB を黒字化

財政運営戦略＊
遅くとも 2015 年度までに、国・地方及び国単独の
PB の赤字対GDP 比を 2010 年度の水準から半減、
遅くとも 2020年度までに黒字化

骨太の方針 2013＊ 2015 年度までに、国・地方の PB 赤字対GDP 比を
2010年度の水準から半減、2020年度までに黒字化

骨太の方針 2015＊ 2020年度までに、国・地方を合わせた PB を黒字化
骨太の方針 2018＊ 2025年度の、国・地方を合わせた PB を黒字化

形態 長期予測 財政の監視 法案の
費用分析

長期的な
持続性の分析

オランダCPB 財政委員会 政府案の作成 － ● ●

英国OBR 財政委員会 政府案の作成 ● ● ●

米国CBO 議会予算局 政府案の代替案 － ● ●

カナダ PBO 議会予算局 政府案の代替案 － ● ●

フランスHCFP 会計検査院 政府案の
評価・承認 ● － －

ドイツ Board 財政委員会 政府案の
評価・承認 ● － － （単位：千人）
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